
Digital real estate（和訳版）

デジタルディスラプションの世界で成功する秘訣

不動産業において、スペースはもはや最も価値のある商品ではない。不動産業の従来のビジネスモデルである専有スペー

スを提供するモデルは、そのスペースにて享受できるサービスを提供するという新しいモデルに置き換えられつつある。

また、従来型の不動産会社は、サービスの提供によって生み出した価値を収益につなげるテクノロジー企業のような考え方

をするよう迫られつつある。不動産会社各社は、スペースの提供者から、テナント企業のパートナーあるいはサービスの提供

者へと発想を転換する時期が到来している。

本稿では、テクノロジーおよびデータを活用し、未来のデジタル不動産業界を構築する方法を探求したい。
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ここ数年、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）により、従来のビジネスモデルは業種を問わず大きく崩壊してきたが、
CRE（商業用不動産/賃貸用不動産）ほどこれを如実に示している業界はない。パンデミックの結果として加速したデジタ
ル化の進展は、オーナー、テナント、投資家に影響を与えており、結果として、これらの各プレーヤーが緊密に連携しあうことで、
協調した意思決定が実現されるようになっていく。

オフィスや店舗のテナントは、よりダイナミックな
ビルデザインや柔軟なリースモデル、およびス
ペースを利用する人々の健康維持への取り組
み強化を求めている。テナントは、必要なス
ペースに見合った広さが確保できるような柔軟
性のある未来に向けて、自社のスペースの使い
方を見直している。

例えば、デロイトが2021年に発表したGlobal 

Outlook Surveyによると、オフィスビルのオーナー
がテナント体験を向上させるために選択したの
は「柔軟なリースモデルの提供」が第1位、次
いで「持続可能な物件」「ダイナミックで再構
成可能なスペース」となっている1。 

この結果から言えるのは、オーナーはテナントが
どのようにスペースを利用するかを考え、環境
を適合させ、必要に応じてリース内容を調整し
ていくことが求められているということである。 

商品としてのスペースの価値は下がりつつある。
専有スペースを提供する従来のビジネスモデル
は、そのスペースにて享受できるサービスを提供
するという新しいモデルに置き換えられつつある。
そのようなサービスでは、テナント企業のパフォー
マンスを高めるために、スペースを利用する
人々の体験、生産性、コネクティビティを向上
させることに重点が置かれるべきだ。

不動産とテクノロジーが融合することは、最終
的な収益に実質的かつ測定可能なプラスの
影響をもたらす。オーナーにとっては、デジタル
サービスによって新たな収益源を生み出し、テ
ナント維持率を向上させることができる。今日
の不動産会社は、テクノロジー企業のように、
サービスの提供によって生み出した価値を収益
につなげることが求められており、スペースの提
供者から、テナント企業のパートナーあるいは
サービス提供者へと発想を転換する時期が到
来している。

「一にも、二にも、三にも立地」から「一に立
地、二にインサイト、三に体験」へのシフトを
読み解く 

「一にも、二にも、三にも立地」というのは、立
地とアクセスの良さが将来価値と持続的な投
資収益を保証する主因であったかつての時代
の話である。しかし、現在は大きく状況が変化
している。多くのオフィスは、従業員やテナント
にとって「通勤するに値するところ」となるために、
彼らが家を出て集中管理された職場に向かう
動機を提供しなければならない。 

ビルとそのテナントは毎日何百ギガバイトもの
パフォーマンスデータを生成しており、現代の
CREはデータ生成のエンジンであると言える。

しかし、オーナーはその真の価値を引き出せて
おらず、このデータの多くが無駄になっている。 

ビッグデータを活用するという課題は、収益性
の高い具体的な成果を追求するデータ戦略を
策定する機会でもある。スマートな不動産アー
キテクチュア（不動産から得られる情報の体
系）を確立することで、スペース、エネルギー、
人の観点から問題に取り組むことができ、コス
ト削減および収益性向上のための新たな可
能性を生み出すことができる。CRE組織（不
動産に携わる人や組織）は、インフラレイヤー
でのデータ収集（コネクテッド化）から分析レ
イヤーでのインサイト導出（自動化）へと移
行し、最終的にはアプリケーションレイヤーでの
行動拡張（スマート化）を目指すべきである
（図1）

アプリおよびサービス 
インタラクティブなワークスペース、場所と人のマッチン

グ、デジタルコンシェルジュ 

プラットフォームサービス
位置情報サービス、交通量センシング、混雑状況分析、 

インタラクティブウォール、デジタルアシスタント、テレプレゼンス 

入居者管理
専有スペース、環境知能（アンビ
エント・インテリジェンス）、ユーザー
プロファイルと設定、ハイパーパーソナ

ライゼーション

セキュリティおよびインフラへのアクセシビリティ
出入口、サイネージ、セキュリティ、モニタリング、 

ロケーション、エレベーター、駐車場

セビル運用インフラ 
電力、空気、水、データ、センサー、BMS、BIM、オムニチャネル機能

出所：Deloitte Canada Real Estate 

図1：不動産アーキテクチュアにおけるコネクテッド化、自動化、スマート化
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継続的な成功を計画するためには、テナントもオーナーも 

以下の3つの論点を考慮することが重要である。 

ü 立地：立地は常に重要ではあるが、デ
ジタルワークプレイス（どこでもオフィス）、
アクセシビリティ、オンラインプレゼンス、
デジタルディスラプションに関する戦略の
策定に重点を置くべき時期が到来して
いる。

ü インサイト：データを使って適切なインサ
イトを形成し、より多くの情報に基づい
た意思決定（継続的な運用コストとエ
ネルギー消費、メンテナンス、ビルの稼働
状況やテナントに紐づいた不動産戦略
など）に戦略的に活用する。

ü 体験：インサイトを適用してテナントの
行動拡張を進め、テナントによるスペー
スの利用方法を改善する。これにより、
ビルは特定の活動の拠点や人を引き付
ける場所となり、他のどこよりも優れた
仕事場、買い物場、遊び場となり得る。
ビルをあらゆるインタラクションから学習
するインテリジェントなシステムとして確立
させることは、パーソナライズされた顧客
体験を創造し、そのインタラクションを最
適化することを可能とする。 

これら3つの論点を適用することで、水道光熱
費、不動産管理費、保険料などの運営上の
諸経費の削減も可能となる。 

設備管理、メンテナンス、物件管理の自動化
は、短期的に莫大な節約を可能にするだけで
なく、長期的には業務効率とビジネスの俊敏
性の向上につながっていく。例えば、カナダのモ
ントリオールを本拠地とするBrainBox AIの製
品は、空調システムをリアルタイムで分析・最
適化し、エネルギー消費の削減とビル運営の
強化を実現する自己適応型AI技術によって
ユーザにメリットをもたらしている2。BrainBox AI

のソリューションは、空調に係るエネルギーコスト
を25％削減、二酸化炭素排出量を20～
40％削減、テナントの快適性を60％向上させ
るという成果を残している3。また、オーナーはエ
ンタープライズアーキテクチュア（包括的なシス
テム構想）においてデジタルと物理を融合さ
せることで、「ビジネスイネーブラー」としてビルの
新しい価値提案を行うユニークな機会を創出
できるようになるだろう。 

CRE組織がデジタル不動産の今後に向けて考
慮すべき主な行動と利点を次に述べたい。 

データ活用力を最適化するための 
機能の強化 
オペレーション基盤とセキュリティ基盤を適切に
設定することは、必要な建物データを生成・収
集するための基礎となる。しかし、その適切な
設定を妨げる主な要因の1つとして、CREオー
ナーの多くがレガシーシステムに大きく依存して
いることが挙げられる。相互運用性と効率性
を高めるだけでなく、データの統合と管理を改
善するために、レガシーシステムからの移行につ
いて企業が取り組むべきことは多い。

強固な基盤を構築し、デジタル不動産アーキ
テクチュアのメリットを享受するために、企業は
センサーを設置し、暖房、換気、空調システム、
電気、水道使用量、モニタリング、エレベーター、
駐車場などの要素に関するデータをリアルタイ
ムに収集する機能を構築する必要がある。
統合ビル管理システム（BMS）がこれらのあ
らゆる要素を包括的に監視・制御することで、
スマートフォンから、例えば、施設の予約、駐
車場の予約などをデジタルサービスで展開でき
るようにもなるだろう。
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このようにビル独自のデータを分析することで、
オーナーや管理者は、テナントやエンドユーザー
によるビルの使用状況を把握することができる。 

この情報に基づけば、オーナーはビルを健全化
し、生産性の高いオフィススペースや面積当た
り売上高の高い店舗スペースに割増の賃料を
課すなど、より賢明な意思決定を行うことがで
きるようになる。例えば、世界グリーンビルディ
ング協会によると、熱的快適性、照明、空気
の質を改善することで、生産性を最大23%向
上させることができるという4。

マサチューセッツ工科大学（MIT）の不動産
イノベーションラボによると、健全なビルは、同
種のビルに比べて賃料単価が4.4%から7.7%

高い5。また、オーナーは、データやインサイトをテ
ナントと共有することによって新たなサービス収
入を得ることができ、テナントは従業員や顧客
とのエンゲージメントに関してより最適な意思
決定を行い、様々な取り組みを強化すること
ができるようになる。 

他にも収益を生み出すサービスとして、物理
的・デジタル的な権利管理、ダイナミックリーシ
ング*、ロイヤリティプログラムなどが考えられる
（図2）。

さらに、データの集計は、CRE組織の弱点であ
ることが実証されている。従来のやり方では、
非構造化データおよび構造化データの全体像
を把握することができない。オーナー、テナント、
管理者、機器・サービスプロバイダーなどのス
テークホルダーは、データのシームレスな共有と
不動産の新しいデジタルモデルの実現のため
に協力する必要がある。

図2：データの収集・集計・解析の能力向上により実現するサービス 

出所： Deloitte Canada Real Estate 

*日本にはまだ一般化されていない概念だが、他業界での事例に鑑みるに、「ビルの様々なデータを収集・分析し、テナントやエンドユーザーによるビル使用状況に応じてテナ
ントに従量的にリース料を請求するサービス」を指していると考えられる（編者注） 

...オーナーは、ビルを健全
化し、生産性の高いオフィ
ススペースや面積当たり売
上高の高い店舗スペース
に対して割増の賃料を課
すことについて、より賢明な
意思決定を行うことができ
るようになる。

収益創出・利益率改善サービス 

より優れた体験と価値の提供 

物理的・デジタルプラットフォームサービス 

ダイナミックリーシング* 

長期リーシングマネジメント 

顧客／ユーザエンゲージメント 

アメニティおよびサービス 

ロイヤリティプログラム 

有償の優先サービス 

サードパーティーとの提携 
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ポートフォリオ最適化の促進 

先の3つの論点は、本質的に既存の不動産
の専有スペースのどの部分を維持し、最新化
し、処分すべきかを企業が把握できるようにす
ることに他ならない。そうすることで最も投資を
行うべきものと、そのための一連の施策を決定
することができる。これは、CRE企業の経営者が
今日直面している重要な課題のひとつである。 

問題を適切に解決できるのは問題を測定で
きる場合のみであるため、データは不可欠であ
る。ポートフォリオ全体の情報を集約し、占有
率、使用頻度、修繕状況、従業員の配置、
システムやインフラの品質などを相互に関連付
けて測定することで、ニューノーマルの時代にとっ
てどの物件が最も価値があり、持続可能であ
るかという詳細な全体像が浮かび上がってくる。

CRE組織は現在、資産の戦略的な投資や売
却による、ポートフォリオやスペースを最適化す
るために、自社のデータを活用している。人工
知能（AI）や機械学習などのテクノロジーは、
複雑なパターンや機会を特定し、将来のシナ
リオを予測することに役立つ。企業は特定の
地域に対する過度なエクスポージャー、過剰な
コミットメントのリスクを低減することができる。 

世界中でハイブリッドワークモデルへの移行が
進むなかでオフィステナントは不動産へのコミッ
トメントを見直し、小売業者は実店舗とオンラ
インによるビジネス機会のバランスを取るように
なっている。そのような状況下で、オーナーはオ
フィスビルと小売店舗の価値提案を再考する
必要性がさらに高まっている。

活動のデジタル化により、より品質の高い体
験の促進、パーソナライゼーションの向上、生
産性の向上、ダイナミックリーシングの推進が
容易になっている。デジタルプラットフォームを通
じたサービス提供とデータの収益化は、従来型
の賃貸ビジネスモデルを再構築し、進化する
市場へのスペースの提供方法を多様化させる
だろう。

物件やポートフォリオの精密な開発 

不動産会社にとって、特に設計から建設まで
のプロジェクトの平均的なインキュベーション期
間は5年程度のため、どこに何を建てるかは常
に課題である。しかし、パンデミック時代の今、
先を見据えて計画することは、もはや現実的
に不可能と考えられる。この2年間は激動の
時代であり、当初の設計意図が市場や社会
の変化によって簡単に覆されることを浮き彫り
にした。このため、設計や計画がリスクに晒さ
れやすくなっている。 

不動産会社とテナントは、「唯一無二のもの
は変化だけである」という事実を受け入れ、自
由に使える最大のツールはデータであることを
認識しつつある。 

建物の設計変更、設備機器の設定、コスト
超過、サプライチェーンの問題などに関して予
測機能を構築し、潜在的な解決策を準備す
ることが可能となった。例えば、AIを活用した
ジェネレーティブデザインは、商業開発に関連
する複数の内部・外部要因を迅速に分析し、
膨大なシミュレーションを実行した上で頑丈な
設計を提案する。開発プロセスの各段階でAI

や分析機能を適用することにより、さまざまな
場合においてプロジェクトのレジリエンスを高め
ることになるだろう。AIを活用したジェネレーティ
ブデザインの開発計画への活用については、
前回ご紹介したReal Estate Predictions 2022

の1章「スマートな都市環境の創造」を参照い
ただきたい。

テナントとエンドユーザーの体験の再構築
不動産オーナーは、適切にコネクテッド化され
たビルの運用やネットへのアクセシビリティ基盤
を整備した後、テナントに高付加価値のサービ
スを提供し、全体的なエンゲージメントを高め
ることに目を向けるべきである。

エンドユーザーの視点に立つと、企業がユーザ
データを集約し、データセキュリティを考慮しな
がら、環境知能（アンビエントインテリジェンス）
を用いることで超パーソナライズ化された環境が
実現されることになる。これにより、オフィスビル
では従業員の就労体験が、商業施設では買
い物客の体験が向上する。潜在的なサービス
は無限に存在するので、職場のパーソナライ
ゼーション、デジタルサイネージ、買い物客への
個別サービスから提供し始めるのが良いのでは
ないだろうか。

テクノロジーの観点では、位置情報サービス、
デジタル資産の追跡や在庫管理、デジタルイ
ンシデント管理などを可能とする統一されたオ
ムニチャネルプラットフォームを構築することが可
能であり、オフィステナントのコラボレーションス
ペース、商業施設の買い物客の行動分析、ア
セットタイプ別のスマートパーキングなどのサービ
スを通じて生産性を向上させ、収益向上を目
指すことができる。

セキュリティと設備管理も重要な要素であり、
安全で効率的なスペースの提供につながる。
人間中心設計が導入された建物を促進して
いくことは、テナントの体験の再構築に寄与す
るだろう。

不動産会社やテナントは、「唯一無二のものは変化
だけである」という事実を受け入れ、自由に使える
最大のツールはデータであることを認識しつつある。
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未来をデザインする

デジタル・トランスフォーメーション、業務効率化、データ分析、ソリューション・
アーキテクチュア…これらを通じて、物理的なアセットから新しい良質な価値を
引き出し、多様な収益機会、諸費用の削減、生産性の向上、スペースの柔
軟性の確保、テナント満足度の向上など、潜在的な利益をもたらすのがデジ
タル不動産である。

長期的な成功に向けて、テナントやエンドユーザーにとってベストなスペース活
用を提案できる最適な意思決定を実現するべく、CRE組織は自社の不動
産を、データインテリジェンスを活用した進化するアジャイルシステムとして捉え
る必要がある。これらを実現した企業は、避けられない困難な局面に直面し
ても、将来にわたり業界をリードしていくだろう。
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